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研究要旨 

急速に少子高齢化が進む我が国において、地域医療を担う人材として、総合診療医の養成の

必要性が高まっている。そのためには、地域医療に従事する総合診療医の必要数を把握したう

えで、その医師数を養成するために、卒前教育、臨床研修、専門研修、生涯教育（再教育含む）

の各フェーズにおける切れ目のない教育プログラムの提供が求められる。 

このような背景を踏まえ、我々は、１）今後の医療需要の変化を反映した地域別の総合診療

医の必要数を算出するシステムの開発、２）現在国内で実施されている総合診療医を養成する

ための研修制度の比較検討、３）卒前教育～生涯教育を通して活用できる研修目標及びマイル

ストーンの作成とその評価ツールの開発、４）能動学習を可能にする教育効果の高いオンライ

ン研修プログラムの開発と教育効果の検証を目的とする研究を行った。 

総合診療医の必要数については、推計モデルに改良を加えるとともに、推計モデルのベースとな

る総合診療医の診療範囲を総合診療スコープとして概念化し、各種パラメータを任意に投入すれ

ば、総合診療医の必要数を試算し、自らの診療が地域の総合診療医のニーズにどの程度一致し

ているかを見る指標（総合診療医指数）をウェブ上で算出できるシステムを実装した。総合診

療医を養成するための教育制度については、実施団体にインタビューを行い、コンテンツの共

有や相互乗り入れについても団体の意向が得られれば前向きな方向性であることが明らかに

なった。総合診療能力の修得に関して、研修目標とマイルストーンについてさらに検証と洗練

を行うとともに、e-learning を含む教育コンテンツの開発を視野に入れた教育項目（シラバス）

を作成した。研修のオンライン化については、研修のオンライン化を進めるとともに、オンラ

イン研修を実現するためのアプリケーションや、自宅で実習できる安価な模型の開発を行っ

た。教育効果の検証では、追跡調査で設定したすべての評価項目に対して、「実行している度

合い」「自信度」ともに向上するなど、オンライン研修の有用性を検証できた。 

本研究の成果として、任意の入力値に応じた総合診療医の必要数の算出が可能となった。現

行の総合診療医養成に関する研修制度を比較検討して、共通化・標準化に資する方策に関する

検討を実施できた。教育プログラムの標準化・体系化のための研修目標、マイルストーン、教

育項目（シラバス）が設定され、教育のすべてのフェーズにおいて、体系的・網羅的な研修プ

ログラムの開発が可能になった。研修のオンライン化を進め、全国どこからでも効果的に研修

できるプログラムを開発し、その教育効果も検証できた。本研究を通して、我が国における総

合診療医の増加および資質向上に寄与する知見を得ることができたと考えられる。 



 

 

A. 研究目的 

急速に少子高齢化が進む我が国において、地域

包括ケアシステムの推進が求められている。それ

を担う人材として近年、総合的な診療を行う医師

の養成の必要性が高まっており、令和元年６月の

「経済財政運営と改革の基本方針 2019」において

は、医療提供体制確保の観点から、総合診療医の

養成の促進や、総合診療専門研修を受けた専攻医

の確保数について議論を行うこととされている。 

総合診療専門医については、制度も始まって日

が浅く、専攻医採用数は専攻医全体の約 3%である

が、採用数は増加してきている。地域で総合診療

医として活躍する医師を増やすために、その必要

数を算出したうえで、卒前教育、臨床研修、専門

研修、生涯教育（再教育含む）の各フェーズにお

ける切れ目のない教育プログラムを提供するこ

とが求められる。  

そのため、本研究では、以下を目的とする研究

を行った。 

1） 総合診療医の必要数の算出に関する検討（分

担研究１） 

今後養成すべき総合診療医の必要数を推測す

るために、医療をめぐる状況の変化や、臓器専門

医とのタスクシフティング等を考慮した将来の

総合診療医の必要数について、データに基づいて

算出するための方法やツールを開発することを

目的とした。 

2） 総合的な診療能力を修得するための教育制

度に関する研究（分担研究２） 

現在、医師会や病院団体、学会などの団体が独

自に総合的な診療能力を修得するための教育制

度を提供しているが、それぞれ、目的や対象、養

成・認定のプロセスも異なる。そこで、これらの

制度に関する情報収集を行い、比較検討を行って、

今後の総合的な診療能力に関する研修プログラ

ム作成の参考資料とすることを目的とした。 

3） 医学教育の各段階における総合診療能力の

目標設定に関する研究（分担研究３） 

今後ますます増える総合診療医に対する国民

からのニーズに応えるという社会的使命を考慮
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すると、総合診療能力の修得について、卒前から

臨床研修、専門研修まで一貫した目標の設定が不

可欠である。目標が明確に設定されれば個々のス

テークホルダーの強みを生かしながら方略の自

由度は許容される。同様に評価も担保することが

可能となる。そこで本研究では上記の目標につい

て医療者教育の各 Phase、また、各ステークホル

ダーにおいて統一して用いることができる目標

および教育コンテンツを分類するための教育項

目（シラバス）の設定を主たる目的とした。 

4） 総合診療医を養成する研修プログラムのオ

ンライン化および教育効果の検証(分担研究

４－６) 

これからの地域医療では、総合的・俯瞰的にプ

ライマリ・ケアの機能の改善をはかることができ、

かつ組織の運営に積極的に関与できる人材とし

ての総合診療医の養成が重要となる。そこで、学

習内容を広く網羅するオンラインの研修プログ

ラムを開発し、可能な限り能動的学修を取り入れ

ることによって、感染状況に左右されずに、地域

に居ながら実践力を修得できる教育プログラム

や教材を開発した。（ノンテクニカルスキル研

修：分担研究４、診療実践研修：分担研究５）ま

た、研修直後の知識の確認だけではなく、研修で

学習した内容が、実際に学修者の診療範囲の拡大

につながっているか等のモニタリングを含む教

育効果の検証を行った。(分担研究６) 

 

B. 研究方法 

1） 総合診療医の必要数の算出に関する検討（分

担研究１） 

患者調査および市区町村別性年齢階級別推

計人口などのデータを地域の医療需要の基礎

情報として、傷病分類別にみた総外来患者数に

対する総合診療医が担当する患者の比率（総合

診療スコープ）や、1 日あたり外来患者数、重

症度別にみた入院患者のうち総合診療医が担

当する患者の割合、1 日当たり訪問診療患者数

などのパラメータを投入すると総合診療医の

必要数を外来診療、入院診療、訪問診療に分け

て推計する手法を開発した。さらに、そのアル

ゴリズムを改良して、以下の機能を追加した。 

・疾病分類ごとの診療割合のセットを設定し

たときに、その他の主要パラメータの変化に伴

って必要総合医数がどのように変化するかを

自動的に産出する機能 

・任意の性年齢階級別人口と疾病分類ごとの

診療割合のセットを設定したときの外来需要

を、疾病分類別に推計する機能 

・任意の市町村別の性齢階級別推計人口（社

会保障・人口問題研究所）と疾病分類ごとの診

療割合のセットを設定したときの外来需要を

疾病分類別に推計できる機能 

さらにユーザーが入力した自身の診療実績

を用いて、医師の診療実績が地域の総合診療に

値するニーズにどの程度一致しているかを見

る指標（総合診療医指数）を算出する機能を有

する、Tableau Public を用いたウェブサイト

を構築した。 

2） 総合的な診療能力を修得するための教育制

度に関する研究（分担研究２） 

これまで、総合的な診療能力を修得するため

に、各種団体・学会等が実施している６つの制

度および総合診療専門研修プログラムを取り

上げて、対象、期間、研修施設や指導医認定基

準の有無、目標、方略、評価などの項目につい

て、比較検討を行った。本年度は、その比較検

討を踏まえ、主な制度の担当者や受講者にイン

タビューを行って、さらに詳細な情報を集める

とともに、研修の共有化や相互乗り入れの可能

性などに関する検討を行った。さらに、比較的

医師が多い九州地区の状況を把握するため鹿

児島大学、佐賀大学、長崎大学の地域医療教育

担当者から総合医育成に関する課題と情報収



 

集を行った。 

3） 医学教育の各段階における総合診療能力の

目標設定に関する研究（分担研究３） 

研修目標の設定に関しては、2021 年度に試

行的に設定した研修目標およびレベル別のマ

イルストーンについて、有識者を研究協力者に

招聘し、さらに検証と洗練を行った。また、今

後これらの目標に基づいて実際に教育プログ

ラムを開発する際に活用できるよう、他分野の

先行事例であるがんプロ全国 e-learning クラ

ウドを参考に、各コンピテンシーを分かりやす

く分解し教育項目として策定した。さらにはそ

の教育項目を分かりやすいキーワードレベル

にまで細項目として策定することにより、現場

の教育者がどのようなコンテンツを現場で学

ばせればよいのかを見えやすくするように工

夫を行った。 

4） 総合診療医を養成する研修プログラムのオ

ンライン化および教育効果の検証（分担研究

４－６） 

全日本病院協会/日本プライマリ・ケア連合学

会の協力の下で、両者が実施している総合医育

成プログラムにおけるノンテクニカルスキル研

修コースおよび診療実践コースのすべてのコー

スをオンライン化した。オンラインでの開催に

当たっては、既存の対面での内容をそのまま施

行するのではなく、受講者が集中力を持続させ

られるようにブレークアウトセッションを取り

入れたり、実演指導のハンズオンなどを新たに

追加したりするなどの工夫を行った。 

また、診療実践コースについては、オンライ

ン研修を実現するためのアプリケーションや、

自宅で実習できる安価な模型の開発も合わせて

行った。 

評価方法としては、日常診療における総合診

療医の専門的な知識・スキルの修得と実践に関

する状況を重点的に測定するため、研修前/研修

後の調査だけではなく、研修期間中のプログレ

ス評価（進捗状況の評価）および研修修了後の

フォローアップ評価を行う計画とし、データの

収集を行った。具体的には、コース開始時のベ

ースライン調査およびコース開始の 1 年後、2

年後及び修了時評価を行い、さらに、フォロー

アップ評価として、修了から 6 か月～1 年後に

Web アンケートによる評価を実施した。評価項

目については、現場での実践に生じた変化を効

果的に測定するために、想定される主な対象者

が、受講前の日常診療では行っていないことが

多い項目で、研修プログラムを受講することに

よって、診療の範囲や診療の幅を広げられるこ

とが期待される内容にフォーカスして協議を行

い、設定した。 

 

（倫理面への配慮） 

本年度実施した研究内容のうち、公開されて

いる統計資料に基づく総合診療医の必要数算出

ツールの開発、教育プログラムやオンデマンド

教材の開発については、「人を対象とする生命科

学・医学系研究に関する倫理指針」において、

倫理審査委員会における審査が必要な内容は含

まれていない。教育効果の検証に関する研究に

ついては、筑波大学医の倫理委員会の承認(第

1824 号)を受けたうえで、調査対象者の文書に

よる同意を得たのち、個人情報を仮名加工する

形でデータ収集を行った。 

 

C. 研究結果 

1） 総合診療医の必要数の算出に関する検討（分

担研究１） 

1 日あたり外来患者数、重症度別にみた入院

患者のうち総合診療医が担当する患者の割合、

推計を行う地域の属性などを任意に設定すると、

二次医療圏単位で総合診療医の必要数を算出で

きるツールと、各疾患分類の患者における総合



診療医が診療することのできる/診療すべき患

者の割合を概念化した総合診療スコープ（scope 

of general practice）を用いて、ユーザーが入力

した疾患分類別患者数を用いて、総合診療医指

数を算出するためのウェブサイトを構築した。 

2） 総合的な診療能力を修得するための教育制

度に関する研究（分担研究２） 

インタビューの結果より、いずれの団体も課題

を持ちながら、教育カリキュラムに関して模索

してきたことが分かった。また、共有や相互乗

り入れについても団体の意向が得られれば前向

きな方向性がうかがえた。また、総合診療の講

座を 40 年前から開設している佐賀大学におい

ては、既に講座中心のネットワークが県内に構

築しており、今後の国内多くの地域の参考にな

ることがわかった。 

3） 医学教育の各段階における総合診療能力の

目標設定に関する研究（分担研究３） 

日本の総合診療医の共通のコンピテンシー

および評価可能なレベル段階としてのマイルス

トーンについて内容を吟味し、レベルとしては

医学科卒業時から臨床研修修了時、中間地点、

専門研修修了時、それ以上の 5 段階に設定し、

他診療科から総合診療を目指す医師の評価にも

対応できるようなフォーマットを提示した。 

教育項目（シラバス）に関しては、上記で定

めたコンピテンシーごとに合計71の項目を設定

し、その概要を記述した。さらに、下位項目と

して約400のchapterを設けて概要を記述した。 

4） 総合診療医を養成する研修プログラムのオ

ンライン化および教育効果の検証(分担研究

４－６) 

診療実践コース、ノンテクニカル研修コース

ともに、すべての研修コースにおいてオンライ

ン研修プログラムの開発を行った。開発にあた

っては、対面形式との環境の違いを十分意識し

て、オンラインに適した個人ワーク、グループ

ワーク課題の提示や、ブレークアウトセッショ

ンの導入、同時オンライン編集できるアプリケ

ーションの活用などの工夫を重ねた結果、オン

ラインであってもかなり interactiveな研修を導

入することができ、受講者の反応もおおむね良

好で、実践的な学びにつながっていることが確

認できた。受講者からは、全国どこからでも、

自宅や職場から参加できる利便性を評価するコ

メントも多く寄せられた。 

オンラインに適した研修ツールの開発につい

ては、遠隔地で同時にシミュレーションに参加

できるオンラインアプリや、受講者に送付する

模型など、開発したツールを実際に用いる研修

を実施した。参加者からもインストラクターか

らも、十分な没入感があり、教育効果も非常に

高いと感じられたとの意見が多数あった。導入

当初に見られた、参加者とインストラクターの

システムの同期がうまく行かない、診察場面の

切り替えがうまく行かない、一部の参加者にお

いてブラウザ上でのダウンロードやリロードに

非常に時間がかかる等のシステムの不具合につ

いて引き続き改良に努め、おおむね解消された。 

教育効果の検証に関しては、受講開始後 1 年

以上経過したプログレス評価において、設定し

たすべての評価項目に対して、「実行している度

合い」「自信度」ともに向上していた。以上の結

果より、研修プログラムの受講は、実際の診療

において、受講者が自信をもって診療範囲を拡

大し、レベルの向上を図ることに役立っている

ことが検証できた。 

 

D. 考察 

1） 総合診療医の必要数の算出に関する検討（分

担研究１） 

今年度は、外来診療の推計モデルに焦点を当

て、総合診療医が担当する患者の割合や、医師

一人当たりが担当する患者数などのパラメータ



 

を動かしたときの必要総合医数の推定値の変化

を評価する感度分析が可能となるようアプリケ

ーションの改善を図った。これにより、医師の

適正配置に関する議論や、都道府県における医

師確保計画の策定においてより有用なデータが

提供できると考えられる。また、傷病分類ごと

の患者それぞれに対して、そのうち総合診療医

が担当することのできる患者の割合を全傷病分

類について設定したものを、文献レビューに基

づいて総合診療スコープとして概念化した。地

域医療で活躍する総合診療医が、地域集団の中

で様々な疾患について質の高い医療を継続的に

行えば、その医師の診療実績は担当する地域の

総合診療スコープに近似すると考えられる。本

年度は医師の疾患分類別の診療実績を入力する

と総合診療スコープとの一致度を総合診療医指

数として算出することができるウェブサイトの

プロトタイプを構築したが、このツールは、今

後専攻医の研修の到達度の評価や医療施設の研

修施設としての適性の評価においても有用な情

報を提示できると考えられる。 

本年度の研究により、任意の入力値に応じて、

外来診療、入院診療、訪問診療における総合診

療医の需要を二次医療圏別に推計するウェブサ

イトをインターネット上に構築することができ

た。このサイトをかつようすることで、医師の

適正配置に関する議論や、都道府県における医

師確保計画の策定に有用なデータを得ることが

できると考えられた。 

また、本研究で構築した推計モデルを用いて

総合診療医がどの程度疾患の分け隔てなく総合

的に診療できているかを可視化することにより、

地域医療に従事する総合診療医が今後さらに診

療範囲を広げるべき領域を把握したり、総合診

療専攻医の研修の到達度の評価などに用いたり

することもできると考えらえる。 

2） 総合的な診療能力を修得するための教育制

度に関する研究（分担研究２） 

インタビューを行った団体はいずれも、教材

の共有や相互乗り入れについても団体の意向が

得られれば前向きな方向性がうかがえたことか

ら、情報共有や協議の場を設けていくことが重

要であると考えられた。 

総合的な診療能力は、医学教育モデル・コ

ア・カリキュラム（令和４年度改訂版）や文部

科学省のポストコロナ時代の医療人材養成拠点

形成事業など、卒前教育でもこれまで以上に重

視されてきており、卒後さらに生涯向上してい

くことが推奨されている。デジタル化やネット

ワーク化が進んできつつあり、今後、生涯教育

としての団体の連携、教材の共有化や相互乗り

入れも重要となってくると考えられる。また、

佐賀大学のケースからは、各地域において、将

来に向けてさらに重要になってくる総合的な診

療能力を育成する講座の設立の重要性が示唆さ

れた。 

3） 医学教育の各段階における総合診療能力の

目標設定に関する研究（分担研究３） 

国内の総合診療医育成に関わる各種学術組

織、団体の教育システムにおける目標設定につ

いては、統一された状況とは言い難い。 

今回開発した総合診療医のコンピテンシー

とマイルストーンを活用することにより、経験

修得すべき疾患、症候、技能、ノンテクニカル

スキルなどの詳細な研修目標や、教育コンテン

ツ、評価基準等について、日本の総合診療医を育

成している各種団体が統一して使用できる項目設定

やスケールの開発が実施できる可能性が示唆され

た。 

ま た 、 今 回 、 先 行 事 例 で あ る が ん プ ロ 全 国

e-learning クラウドを参考に、合計 71 の大項目、約

400 の小項目からなる教育項目（シラバス）を作成した。

これにより、e-learning を含む教育コンテンツを分類し

て現状把握をしやすくし、施設間の比較検討や補完



ができるようにするとともに、今後まんべんなく教育コン

テンツを整備するうえでも役立つと考えられる。 

4） 総合診療医を養成する研修プログラムのオ

ンライン化および教育効果の検証(分担研究

４－６) 

診療実践コースのオンライン化は全てのコン

テンツにおいて実現され、参加者からの満足度も

非常に高かった。また、コースを運営していく中

でオンラインでの教育コンテンツの提供に関す

るスキルも上がり、よりスムーズな運営が可能と

なっていった。 

診療実践コースは、プライマリ・ケア・セッテ

ィングにおいて日常よく遭遇する疾患・病態に対

して、適切な初期対応とマネジメントができる能

力を修得することが目的であるが、オンラインで

もその目的を十分果たせるクオリティーのプロ

グラムが実施できることが示された。 

教育成果の検証については、通常、研修評価は

研修前後のみで実施されることが多いが、今回、

受講開始後 1年以上経過したプログレス評価にお

いて、研修の受講が現場での実践に役立っている

ことをデータで示すことができた意義は大きい

と考えられる。本研究により、オンライン研修で

あっても、現場での診療範囲の拡大と総合診療の

実践につながることが検証されたことから、地域

で活躍する総合診療医の養成には、本研修プログ

ラムの範囲を拡大し、受講者数をさらに増やすこ

とが有用であると考えられた。 

 

E. 結論 

任意の入力値に応じて、将来の総合診療医の必

要数を算出するための推計モデルを開発して一

般利用可能なウェブサイトを構築した。本研究の

成果は、今後の医療計画や総合診療医研修の評価

に有用であると考えられた。 

総合的な診療能力は、制度間の情報共有や相互

乗り入れについても団体の意向が得られれば前

向きな方向性がうかがえたが、実現のためには団

体の意向調整が必要となる。そのための協議が始

まっていることは大きな一歩であり今後の展開

が期待できる。さらに、その普及のためには、各

地域に総合的な診療能力を育成する講座が設置

されていることの重要性が示唆された。 

将来に向けてさらに重要になってくるであろ

う総合的な診療能力を育成する講座の設立の重

要性を示していると考えられた。 

研修目標の設定に関しては、どこの組織でも用

いることができる到達目標としてのコンピテン

シー、どのレベルでも用いることができる評価軸

としてのマイルストーン、そして、今後の発展に

期待ができる教育方略のためのシラバスを提示

することができた。これらが各組織、各レベルで

認知されて実装されれば日本の総合診療医の標

準化が期待できる。 

研修のオンライン化については、研修内容の工

夫や、オンライン研修に特化した研修ツールの開

発により、対面研修と遜色のない教育効果の高い

オンライン研修プログラムが実施できることが

示された。今後、上述した各種団体の研修プログ

ラムでも計画的に活用することにより、より効果

的な研修が実施でき、地域における総合診療医の

養成に有用であると考えられる。 
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総合診療医の必要数の算出に関する検討 

 
  研究分担者        佐藤 幹也 筑波⼤学医学医療系 客員准教授 
  研究代表者        前野 哲博 筑波⼤学医学医療系 教授 
 
 

研究要旨 
医療をめぐる状況の変化や、臓器専⾨医とのタスク・シフティング等を考慮した将来の総合診
療医の必要数を算出する推計モデルを開発し、これを医療計画や総合診療医の教育と研修に活
⽤可能とすることを課題として本研究を推進している。研究の最終年度となる令和 5 年度は、
研究成果を医療計画や総合診療医の教育や研修の評価に活⽤するため、これまで開発した外来
診療、⼊院診療、訪問診療における任意の⼊⼒値に応じた必要総合診療医数を推計するモデル
と、外来診療において総合診療に対する需要と実診療との⼀致度を評価するモデルを統合した
ウェブサイトを構築した。 

 
Ａ．研究⽬的 

今後養成すべき総合診療医の必要数を推測するた
めに、医療をめぐる状況の変化や、臓器専⾨医との
タスク・シフティング等を考慮した将来の総合診療
医の必要数を算出する推計モデルを開発し、これを
医療計画や総合診療医の教育と研修に活⽤可能とす
ることが本研究の課題である。 

昨年度まで、医師の適正配置に関する議論や都道
府県における医師確保計画の策定、総合診療医の教
育プログラムのアウトカム評価に有⽤なデータを得
るため、臓器別専⾨医とのタスクシフトなどを考慮
した上で外来診療、⼊院診療、訪問診療において必
要な総合診療医数を推測するプログラムを開発し、
またこれと医師もしくは医療機関の診療実績とを対
⽐させるウェブサイトを構築した。 

研究の最終年度である本年度は、これまでの研究
成果である外来診療、⼊院診療、訪問診療における
必要総合診療医数を推計するモデルと、外来診療に
おいて総合診療に対する需要と実診療との⼀致度を
評価するモデルを統合し、⼀般公開可能なウェブサ
イトを構築する。 

 
Ｂ．研究⽅法 

これまで開発した外来診療、⼊院診療、訪問診療
における必要総合診療医数を推計するモデルと、外
来診療において総合診療に対する需要と実診療との

⼀致度を評価するモデルを統合した以下の機能を有
するウェブサイトを、Tableau Public 上に構築する。 
 
１．外来診療における必要総合診療医数の推計 
・患者調査や国勢調査等の政府統計のデータ⽤いて、
⼆次医療圏別、都道府県別に外来診療における必要
総合診療医数を推計できること。 
・推計に必要なパラメータを変更して感度分析がで
きること。 
・特定の地域における総合診療医に対する需要と、
実診療の診療実績を対⽐して、総合診療医の応需状
況が評価できること。 
２．⼊院診療における必要総合診療医数の推計 
・都道府県の地域医療構想などのデータを⽤いて、
⼆次医療圏別、都道府県別に⼊院診療における必要
総合診療医数を推計できること。 
・推計に必要なパラメータを変更して感度分析がで
きること。 
３．訪問診療における必要総合診療医数の推計 
・都道府県の地域医療構想などのデータを⽤いて、
⼆次医療圏別、都道府県別に訪問診療における必要
総合診療医数を推計できること。 
・推計に必要なパラメータを変更して感度分析がで
きること。 
 
・疾病分類ごとの診療割合のセットを設定したとき
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に、その他の主要パラメータの変化に伴って必要総
合医数がどのように変化するかを⾃動的に算出でき
ること。 
・任意の性年齢階級別⼈⼝と疾病分類ごとの診療割
合のセットを設定したときの外来需要を、疾病分類
別に推計できること。 
・任意の市町村別の性齢階級別推計⼈⼝（社会保障・
⼈⼝問題研究所）と疾病分類ごとの診療割合のセッ
トを設定したときの外来需要を疾病分類別に推計で
きること。 
 
（倫理⾯への配慮） 

本研究は厚⽣統計などのデータ⼆次利⽤して実施
する研究であり、研究対象者に対する⼈権擁護上の
配慮、研究⽅法による研究対象者に対する不利益、
危険性の排除や説明と同意（インフォームド・コン
セント）に関わる状況、実験に動物対する動物愛護
上の配慮などは要しない。 

 
Ｃ．研究結果 

１Tableau Public 上で開発したウェブサイト（総
合診療医需要推計シミュレータ）の概要を図１−図
８に⽰す。図１のポータル画⾯にはこのウェブサイ
トの概要、推計⽅法や制限事項などがしめされ、こ
こから、外来診療、⼊院診療、訪問診療における総
合医需要を推計するダッシュボードに移動する仕様
となっている。外来診療の総合診療需要推計ダッシ
ュボードでは、パラメータ⼊⼒画⾯（図２）に⼀⽇
当たりの外来患者数や診療スコープ等の任意の値を
⼊⼒すると、患者調査および市町村別将来推計⼈⼝
をもとに外来診療の総合診療需要が⾃動的に⼆次医
療圏別に推計される仕様となっている（図３）。また
医師もしくは医療機関の傷病分類別患者数と地域の
診療需要を⽐較することにより、傷病分類別に応需
状況を⽐較することもできる（図４）。⼊院診療の総
合診療需要推計ダッシュボードでは、⼊院診療を⾏
う医師に占める総合診療医の割合などのパラメータ
を設定することにより（図５）、地域医療構想などの
結果をもとに⼊院診療における総合診療需要が⾃動
的に推計される仕様となっている（図６）。訪問診療
の総合診療需要推計ダッシュボードでは、訪問診療

を⾏う医師に占める総合診療医の割合などのパラメ
ータを設定することにより（図７）、地域医療構想の
結果などをもとに訪問診療における総合診療需要が
⾃動的に推計される仕様となっている（図８）。 
 
Ｄ．考察 

本研究では、患者調査などの厚⽣統計を⽤いて外
来医療、病棟医療、在宅医療毎の必要総合診療医数
を推計するモデルの構築を進めてきた。研究の最終
年度となる本年度は、これまでの研究成果を基に、
外来診療、⼊院診療、訪問診療における総合診療医
の需要を⼆次医療圏別に推計するウェブサイトをイ
ンターネット上に構築した。このサイトでは総合診
療医が担当する患者の割合や、医師⼀⼈当たりが担
当する患者数などのパラメータを任意に設定して外
来、⼊院、訪問診療別に地域の総合診療医に対する
需要を評価できるので、医師の適正配置に関する議
論や、都道府県における医師確保計画の策定に有⽤
なデータを得ることができると考えられた。 

また外来診療需要を推計するモデルでは、医師の
診療実績と地域の総合診療需要を傷病分類別に対⽐
することができる。複数の診療科に跨るさまざまな
健康問題を総合的、包括的、継続的に診療する能⼒
が総合診療医には求められる中で、専⾨研修などを
経て経験を積んだ総合診療医が、地域集団の中で
様々な疾患について質の⾼い医療を継続的に⾏えば、
その医師の診療実績はそれぞれの傷病分類において
担当する地域の総合診療需要に近似すると考えられ
る。本研究で構築した推計モデルを⽤いて総合診療
医がどの程度疾患の分け隔てなく総合的に診療でき
ているかを可視化することにより、例えば総合診療
専攻医の研修の到達度の評価などに⽤いることもで
きるだろう。 
 
Ｅ．結論 

本研究では、医療をめぐる状況の変化や、臓器専
⾨医とのタスク・シフティング等を考慮した任意の
⼊⼒値に応じた将来の総合診療医の必要数を算出す
るための推計モデルを開発して⼀般利⽤可能なウェ
ブサイトを構築した。総合診療医に対する需要を診
療の種類（外来、⼊院、訪問）毎に推計することを可
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能とする本研究の成果は、今後の医療計画や総合診
療医研修の評価に有⽤であると考えられた。 
 
Ｆ．研究発表 
１．論⽂発表 
なし 
 
２．学会発表 
なし 
 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 
１．特許取得 
なし（今後も予定なし） 
 
２．実⽤新案登録 
なし（今後も予定なし） 
 
３．その他 
本研究の成果物の著作権は筑波⼤学（以下「甲」と
いう。）が有する。ただし、当該アプリケーションの
開発前から株式会社ライトウェル（以下「⼄」とい
う。）が保有する著作権を利⽤した部分については、
当該アプリケーションによっても著作権が甲に移転
せず引き続き⼄が保有する。 
また本研究の成果物の実施権は甲が有し、当該アプ
リケーションを販売・無償譲渡する場合は、甲⼄協
議の上、別途契約して⾏う。 
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図１ 総合診療需要推計シミュレータのポータル画⾯ 
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図２ 総合診療需要推計ダッシュボード（外来診療）のパラメータ⼊⼒画⾯ 
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図３ 総合診療需要推計ダッシュボード（外来診療）の推計結果表⽰画⾯ 
 

 
 
 



7 
 

 
図４ 総合診療需要推計ダッシュボード（外来診療）の診療実績評価画⾯ 
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図５ 総合診療需要推計ダッシュボード（⼊院診療）のパラメータ⼊⼒画⾯ 
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図６ 総合診療需要推計ダッシュボード（⼊院診療）の推計結果表⽰画⾯ 
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図７ 総合診療需要推計ダッシュボード（訪問診療）のパラメータ⼊⼒画⾯ 
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図８ 総合診療需要推計ダッシュボード（訪問診療）の推計結果表⽰画⾯ 
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（分担）研究報告書 

総合的な診療能力を修得するための教育制度に関する研究 第３報 

 

研究分担者 長谷川仁志 

秋田大学大学院医学教育学講座 教授 

 

研究要旨 

本研究は、目的や対象、養成・認定のプロセスも異なる 7 つの機関の総合的な診療能

力を修得するための教育制度について情報収集を行い、詳細な比較検討を行って、今後

の研修プログラム開発の参考資料とすることを目的とする。2021 年度は、各制度につい

て比較検討を行った。その結果、経験すべき疾患・病態、診察・検査、手術・処置、地

域医療の経験等の詳細項目が明確化されていない場合が多いこと等、プログラムによっ

て差異があることが明らかになった１）。2022 年度は、主な制度の担当者や受講者にへの

インタビューを行って、実際の現場における詳細な情報を集め、各研修制度の運営にお

ける課題と現状、今後の展望を明らかにするとともに、研修の共有化や相互乗り入れの

可能性などに関する検討を行った。いずれの団体も課題を持ちながら、教育カリキュラ

ムに関して模索してきたことが分かった２）。 

2023 年度は、日本病院協会と全日本病院協会の教材の共有化や相互乗り入れの可能性

について両部門の生涯教育担当者に集まっていただき意見交換を行なうとともに、医師

数の多い西日本地方都市における総合的な診療能力の育成の状況把握を行なった。その

結果、両協会間においても教材や企画の共有化は重要と考えており、今後、相互乗り入

れの方向で検討を試みることになった。さらに、総合診療の講座を 40 年前から開設し

ている佐賀県では、既に講座中心のネットワークが県内にできており、今後の国内多く

の地域の参考になることがわかった。 
近年、総合的な診療能力の修得は、医学教育モデル・コア・カリキュラム（令和 4 年

度版）３）など、卒前教育においてこれまで以上に重視されてきており、卒後さらに生涯

向上していくことが推奨されている。今後、生涯教育としての団体の連携、教材の共有

化や相互乗り入れもが期待される。 
 
 
Ａ．研究目的  

現在、病院団体、学会、医師会などの各

団体が独自に総合的な診療能力を修得する

ための教育制度を提供しているが、それぞ

れ、目的や対象、養成・評価・認定のプロ

セスも異なる。そこで、これらの制度に関

する情報収集を行い、比較検討を行って、

今後の総合的な診療能力に関する研修プロ

グラム作成の参考資料とすることを目的と

する。2022 年度は、2021 年度における各

制度の比較検討結果１）を踏まえ、主な制

度である全日本病院協会の教育担当へのイ



ンタビューで詳細な情報を集め、各研修制

度の特徴や教育効果に関する課題、今後の

展望を明らかにするとともに、研修の共有

化や相互乗り入れの可能性などに関する検

討を行った２）。2023 年度は、全日本病院協

会と日本病院協会の運用するプログラムに

関して相互乗り入れの可能性について、両

協会の担当者とのインタビューを行うこと

と、実際の地方都市の医療現場として比較

的医師の多い西日本の大学（佐賀大学、鹿

児島大学、長崎大学）における地域医療担

当者からの総合医育成プログラムに関する

情報収集を行うことを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

2023 年度、は、表１のうち総合医育成

プログラム（全日本病院協会/日本プライ

マリ・ケア連合学会）、病院総合医育成制

度（日本病院協会））の担当者に集まって

いただき、研究代表者（前野）、研究分担

者（長谷川）とともに意見交換会を行っ

た。さらに、比較的医師が多い九州地区の

状況を把握するため鹿児島大学、佐賀大

学、長崎大学の地域医療教育担当者から総

合医育成に関する課題と情報収集を行っ

た。 

 

 

表１ 制度のリスト 

１．総合診療専門研修プログラム（日本

専門医機構）４） 

２．総合医育成プログラム（全日本病院

協会/日本プライマリ・ケア連合学会） 

３．病院総合医育成制度（日本病院協会） 

４．かかりつけ医機能研修制度（日本医

師会） 

５．JCHO 版病院総合医（Hospitalist）
育成プログラム（地域医療機能推進機構

（JCHO）） 

６．地域包括医療・ケア認定制度（全国

国民健康保険診療施設協議会、全国自治

体病院協議会） 

７．日本臨床内科医会認定医・専門医制

度（日本臨床内科医会） 

 

Ｃ．研究結果 

以下の 2 つのプログラムは、今後の国内

の医療機関における総合医育成に重要であ

り今回両協会の生涯教育の責任者に集まっ

ていただき意見交換を実施した。プログラ

ムのポイントは以下のとおりになってい

る。 

 

１）総合医育成プログラム（全日本病院協

会/日本プライマリ・ケア連合学会）５、６） 

個々の専門性や日常の診療経験を生かし

つつ、実践力を向上するための 35 回の体

験型ワークショップ（各６時間）受講を特

徴とする。全日本病院協会に勤務する医師

を主な対象として、原則２年間の研修期間

としている。 

① 目標に関して 

個々の医師が有する専門性や経験を生か

しつつ、さらにプライマリ・ケアを実践で

きる能力を身につけてプライマリ・ケアの

現場で一歩踏み出せること目標を達成する

ための体験型ワークショップの目標が具体

的に設定されている。日本プライマリ・ケ

ア連合学会との連携により運営されてい

る。 

② 研修内容 



 以下の i)、ii)が設定され、内容として

は満足している。 

i) 自施設での診療実践指導医の支援を受

けながら診療・実践を行う。 

ii)「診療実践コース」22 回、「ノンテク

ニカルスキルコース」10 回、「医療運営コ

ース」2 回の３コースから構成される体験

型のワークショップ形式の集合研修（1 回

6 時間）が行われている。 

一方、各コース 6 時間の制約が大きいこ

と、各病院で負担している受講費が高めで

あることなどが背景にあってか、受講者数

が延び悩んでいることが課題となってい

る。 

③ 評価・認定条件について 

「診療実践コース」「ノンテクニカルス

キルコース」「医療運営コース」の３コー

スから構成される体験型のワークショップ

形式の集合研修を行い、それぞれ所定の単

位数を受講することが修了条件となってい

る。知識・技術・態度の実践力評価は、一

部のワークショップで行われている。 

 

２）病院総合医育成制度（日本病院協

会）７） 

日本病院会の会員病院における総合的診

療能力を育成する制度で、目標とする５つ

のスキルや経験すべき診療、症候や病態に

関してチェックリスト化されており、日々

の診療の中で身につけることを目指してい

る。主な対象は、日本病院会の会員病院に

おいて勤務する医師であり、原則２年間の

研修期間としている。客観的な研修施設、

指導医の認定基準は設定されていない。 

 

① 目標に関して 

診療実践により、インテグレーションス

キル、コンサルテーションスキル 、コー

ディネーションスキル、ファシリテーショ

ンスキル、マネジメントスキルの５つのス

キルを身につけることを目指している。チ

ェックリストとして、上記の具体的な詳細

項目に加え、全体としての経験すべき疾

患・病態などの実践目標が設定されてい

る。 

② 研修内容 

日本病院会の会員病院において指導医の

もと、日々の診療の中で 5 つのスキルにつ

いて研修する。指導医の認定基準は、臨床

研修指導医講習会修了者または病院管理者

となっている。 

③ 評価・認定条件 

5 つのスキルの詳細項目や主要症候・病

態に関するチェックリストおよびレポート

を作成して提出し、指導医が総合的に判断

する。客観試験は実施されていない。 

  

以上のプログラム内容を踏まえてインタ

ビューを行った。全日本病院協会の担当者

からは、現時点で集合研修が認定条件とな

っていること、総括的な客観試験は行われ

ていないこと、参加者が増えていないこと

が課題となっていた。日本病院協会の担当

者からは、研修内容の充実化や受講者が増

えてこないことなどが課題となっていた。

両者とも、多団体との研修の共有化や相互

乗り入れの可能性については、前向きに検

討できるものと考えているが、所属団体内

での同意が必要であり、今後、両協会で検

討していただくことになった。また、佐賀

大学、鹿児島大学、長崎大学の地域医療教

育担当者との意見交換では、総合診療の講



座を 40 年前から開設している佐賀大学で

は、既に講座中心のネットワークが県内に

できており、今後の国内多くの地域の参考

になることがわかった。 

 

D 考察 

それぞれの団体いずれも研修に課題を持

ちながら、模索してきたことが分かった。

また、教材の共有や相互乗り入れについて

も担当者同士は前向きであるが、団体の意

向調整が必要である。この点、検討いただ

けることになった点は大きな一歩であり今

後の展開が期待できる。総合診療の講座を

40 年前から開設している佐賀大学では、

既に講座中心のネットワークが県内にでき

ており、今後の国内多くの地域の参考にな

ることがわかった。このことは、将来に向

けてさらに重要になってくる総合的な診療

能力を育成する講座の設立の重要性を示し

ていると考えられた。 

総合的な診療能力は、医学教育モデル・

コア・カリキュラム（令和 4 年度改訂版）

３）など、卒前教育でもこれまで以上に重

視されてきており、卒後さらに生涯向上し

ていくことが推奨されている。デジタル化

やネットワーク化が進んできつつあり、今

後、生涯教育としての団体の連携、教材の

共有化や相互乗り入れも重要となってく

る。 

 

E 結論 

今回、意見交換した団体いずれも研修内

容に課題を持ちながら模索してきている。 

教材の共有や相互乗り入れについても担

当者同士は前向きであるが、団体の意向調

整が必要で、今後、検討いただけることに

なった。このことは大きな一歩であり今後

の展開が期待できる。 

総合診療の講座を 40 年前から開設して

いる佐賀大学では、既に講座中心のネット

ワークが県内にできており、今後の国内多

くの地域の参考になることがわかった。こ

のことは、将来に向けてさらに重要になっ

てくる総合的な診療能力を育成する講座の

設立の重要性を示していると考えられた。 
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総括研究報告書 

 

卒前教育から生涯教育に至るシームレスな総合診療医の養成・確保に関する研究 

 

研究分担者 高村昭輝  

富山大学 学術研究部医学系 医学教育学講座  教授 

A. 研究目的 

日本では、新専門医制度で総合診療専門医の養成

が整備されているが、その他にも総合診療に関係す

る様々な研修があり、総合診療医の育成は、関わっ

ている組織が非常に多く、また、それぞれに目標方

略を立てているために総合診療医の育成が標準化さ

れているとは言い難い。そのため、初年度は目標と

してのコンピテンシーを作成し、次年度はそのレベ

ルとしてのマイルストーンを作成した。今年度は目

標としてのコンピテンシー、評価としてのマイルス

トーンが完成したことから、方略としての教育コン

テンツを実装するための仕組みづくりが必要である。

特に総合診療医育成に関わる様々な組織がそれぞれ

の得意な領域と不得意な領域があると思われる。将

来的にはそれらを共同利用することを可能にするた

めの教育コンテンツプラットホームの作成を意図し、

また、時代のニーズを踏まえ、今後、様々な組織が

Web コンテンツを含む教育コンテンツを作成して

いくことを予測し、コンテンツを分類し、実装し、

共同利用するための教育項目（シラバス）作成を行

うことを目的とした。 

 

 コンピテンシーの下位項目としての教育コン

テンツの決定 

要旨 

本研究は、今年度は日本において期待される総合診療医のコンピテンシーについて検証し、卒前

から初期臨床研修、専門研修、そして、生涯教育にシームレスに活用できる教育コンテンツを分類

するための教育項目（シラバス）の作成を目的とした。前前年度には総合診療医のコンピテンシー

の検証を行い、前年度にはそのコンピテンシーに合わせてレベル（修得段階）としてのマイルスト

ーンを作成した。前年度は作成した総合診療医のコンピテンシーとマイルストーンについて有識者

として研究協力者を招聘し、これらの検証と洗練を主に行い、最終版として提示した。 

今年度の研究課題では作成した「日本版総合診療医のコンピテンシー」と「日本版総合診療医の

マイルストーン」を実際に現場での研修、教育に実装するためにより具体的な下位項目としての業

務として総合診療医が求められる能力を策定し、そこに様々な組織の要点をまとめた教育コンテン

ツを紐づけられるような教育項目（シラバス）を作成した。この教育項目の作成により、総合診療

医を育成している各組織が現在実施している、もしくは今後作成される教育研究コンテンツを紐づ

けて整理することで達成すべきコンピテンシーがもれなく研修可能となる。また、組織を超えて活

用することで、組織によっては弱い領域については他の組織の教育コンテンツを借用、もしくは共

同利用することによって現在、組織間で異なっている研修目標を統一するだけではなく、組織が異

なっても一定レベル以上の資質能力を有する総合診療医を育成することが可能になると予測され

る。以上より、今後、教育コンテンツを整理するための教育項目のフォーマットを今年度の研究で

作成した。 



 

総合診療の各コンピテンシー領域の教育コ

ンテンツを実装するためにたた漠然としてい

るコンピテンシーを下位項目とその概要を規

定することにより教育コンテンツを作成しや

すくすることが可能となる。前年度に引き続き、

総合診療領域に詳しい有識者に協力をいただ

き、教育項目名、概要、さらに下位の細項目を

策定する研究を行った。また、卒前医学教育か

らのシームレスな教育実装を実現するために

医学教育モデル・コア・カリキュラム（令和４

年度改訂版）の項目番号も同時に付記するよう

にした。 

 

B. 研究方法 

本研究テーマについて、令和５年度は目標、評価

に引き続き、教育方略に活用できるシラバス作成

を実施した。前年度までに作成したコンピテンシ

ーの内容を吟味し、そのままでは抽象的であり、

専門家以外が教育コンテンツに落とし込むのは

非常に難しかったため、各コンピテンシーを分か

りやすく分解し教育項目として策定した。さらに

はその教育項目を分かりやすいキーワードレベ

ルにまで細項目として策定することにより、現場

の教育者がどのようなコンテンツを現場で学ば

せればよいのかを見えやすくするように工夫を

行った。これにより、学会レベル、病院レベル、

現場レベルのいずれの規模においても教育コン

テンツを制作し、細項目に紐づけることで必要不

可欠な細項目のうち、どこが充足していて、どこ

が不足しているのかがわかるようなシラバスと

して活用できるフォーマットで作成を行った。 

 

1） 国内他分野の教育コンテンツ作成の現状調査 

国内においてこのようなシラバスを作成して教

育コンテンツを提供している例として文部科学省

が行っている「多様な新ニーズに対応する「がん専

門医療人材（がんプロフェッショナル）」養成プラ

ン」（がんプロ）の e-learning コンテンツの構成に

着目した。全国の様々な養成拠点で同じ教育項目に

沿って教育コンテンツを提供し登録していくシス

テムは今回の様々な総合診療医を育てている組織

が統一したプラットフォームで教育コンテンツを

共有していく上で参考になる方法であると思われ

た。 

 

2） コンピテンシーを教育項目に落とし込む 

医療者教育理論においてコンピテンシー基盤型

教育は国際的にも標準的になっている。しかし、

国内外において問題になっているのはややあいま

いな人材像表記になっているコンピテンシーを現

場でどのような実践能力が必要なのか…という現

場でのニーズとかけ離れていることである。今回

の総合診療医のコンピテンシーの各領域の表記も

同様の傾向が見られるため、これらを教育コンテ

ンツに落とし込むためにはコンピテンシーを強く

意識しながらもより具体的な現場で必要とされる

能力に書き換える必要があったため、今回、総合

診療の領域に詳しい有識者とともに議論を重ね、

コンピテンシーの意味を損なわずに現場で用いる

ことが可能な教育項目を作成し、さらにより具体

的な教育コンテンツを紐づけられるように細項目

として Chapter という項を作成した。Web コンテ

ンツ化した場合に備えて検索などがしやすいよう

にそれらには概要も付記するようにした。 

 

3） 卒前から、初期臨床研修、専門研修、生涯教育

におけるシームレスな教育コンテンツ整理 

上記の１）２）の構成していく上で卒前の教育か

らシームレスに行っていく必要性を考え、医学教

育モデル・コア・カリキュラム（令和４年度改訂

版）の項目番号も付記することで卒前から使用し

ていくことが今後、できるように工夫を行った。

この研究においては前年度から引き続き、研究協

力者：阿波谷敏英（高知大学医学部家庭医療学講



座教授）、鋪野紀好（千葉大学地域医療教育学特任

准教授）、堀内明由美（筑波大学地域医療教育学講

師）を迎え、日本プライマリ・ケア連合学会のプ

ライマリ・ケア教育委員会の協力も得て行った。 

 

C. 研究結果 

1） 国内他分野の教育コンテンツ作成の現状調査 

前述のように「がんプロ」の E-Learning シラバ

スを参考にし、同様のフォーマットで今回は作成

を試みた。 

 

2） コンピテンシーを教育項目に落とし込む 

前年度の研究により、７つのコンピテンシーとそ

の下位項目として２２のサブコンピテンシーを

策定している。そのままでは教育コンテンツとし

てはわかりにくいため１．包括的統合アプローチ

には６の教育項目、２．一般的な健康問題に対す

る診療能力には３３の教育項目、３．患者中心の

医療・ケアには５の教育項目、４．連携重視のマ

ネジメント５の教育項目、５．地域包括ケアを含

む地域志向のアプローチには１０の教育項目、６．

交易に資する職業規範には５の教育項目、７．多

様な診療の場に対応する能力には６の教育項目

を設定するに至った。さらにその下位項目により

現場での具体的な実践能力を意識できるように

合わせて約４００の細項目を設定し、現場で作成

された教育コンテンツが教育に詳しい人でなく

とも分類しやすいようにした。こうすることで自

らの施設で足りている教育コンテンツと足りて

ないコンテンツを一目でわかるようにできると

考えている。将来的には多施設共同で教育コンテ

ンツをアップロードし、使用できるようにすれば

自らの施設で足りていない分野は多施設の教育

コンテンツを利用できるような状況も可能であ

ると考えている。 

 

3） 卒前から初期臨床研修、専門研修、生涯教育に

おけるシームレスな教育コンテンツ整理 

総合診療の教育については医学教育モデル・コ

ア・カリキュラム（令和４年改訂版）においてこ

れまで以上に重視されている。今回の教育コンテ

ンツにおいても卒前の医学教育にも利用ができる

ように前述の細項目に医学教育モデル・コア・カ

リキュラム（令和４年改訂版）の項目番号も付記

するようにした。 

 

D. 考察 

1） 国内他分野の教育コンテンツ作成の現状調査 

「がんプロ」についてはかなり成熟しており、

全国でも活用されていることが理解できた。今

回の総合診療医版 Web 教育コンテンツシラバ

スが今後活用されていくかどうかは日本国内

における総合診療医のニーズに大きく影響を

受けると考えられる。しかし、これらが全国で

共同運用されるような状況になると日本の総

合診療医の標準化がはかられる可能性が非常

に高い。 

 

2） コンピテンシーを教育項目に落とし込む 

教育項目ならびにその細項目については現場の

医学教育に長けていない方でもわかりやすいもの

になったと思われる。これに合わせて教育コンテ

ンツをあげていくことができれば非常に充実した

ものになるであろう。あまりにも細項目を細かく

しすぎると項目数が多くなり、運用が非常に難し

くなる。今後はこの項目数が妥当であるのかどう

かを運用しながら検討していく必要がある。ニー

ズがない項目や項目によっては教育コンテンツを

作成しにくいものも出てくる可能性がある。 

 

3） 卒前から初期臨床研修、専門研修、生涯教育に

おけるシームレスな教育コンテンツ整理 

医学教育モデル・コア・カリキュラム（令和４

年度改訂版）の項目番号を付記することにより、



 

卒前の教育コンテンツも上げられるようになった

と考えている。このことにより、卒前からのシー

ムレスな教育はプラットフォームとして実施可能

な目途がついた。一方で、現状の卒前教育におい

ては、まだまだ総合診療医の育成ということが全

国の大学では十分に可能な状況ではないと考えら

れる。その場合にも他大学…総合診療教育が充実

している大学の教育コンテンツを共有することで

総合診療教育が十分でない大学でもある程度の教

育レベルに到達することができるのではないか。 

 

E. 結論 

今後の発展に期待ができる総合診療領域の教育方

略を実装するための教育項目（シラバス）の作成を

行った。これらが各組織、各レベルで認知されて用

いられる＝実装される状況が作られれば日本の総合

診療医の標準化が期待できる。今回の教育項目と教

育コンテンツ整理のフォーマットを用いれば各育成

組織の得意領域不得意領域を明らかにすることも可

能になり、将来的に教育コンテンツの共同利用もで

きるようになると総合診療医育成の研修の質の標準

化が可能になる。少子高齢社会において、地域によ

っては総合診療医もしくは総合的に患者を診る医師

のニーズはますます増えていくと思われる。その中

で「日本の総合診療医」とはどのようなものか、そ

の教育はどのようにやるのか、そして、どう評価す

るのか…をこの研究結果を利用して発信発展できる

とこの研究成果が上がると思われる。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

G. 研究発表 

1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

なし 

H. 知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

なし 
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総合診療医を養成する研修プログラム（ノンテクニカルスキル）の 
オンライン化に関する研究 

 

研究分担者 吉本 尚  

筑波大学医学医療系 地域総合診療医学  准教授 

 

 

A. 研究目的 

すべてのノンテクニカルスキル研修をオンラ

インでの実施に切り替えた際の、受講者の満足

度、オンライン化における障壁について調査を

行い、持続的に改良を行う。 

 

B. 研究方法 

令和 3、4 年度の研究を元に、今年度はすべての

ノンテクニカルスキル研修をオンラインでの実

施に切り替えた。それぞれのオンライン研修参加

者に対して、１）研修内容の理解、２）業務への

適応、３）研修の進め方、４）研修のペース配分、

５）研修のボリューム、６）オンライン研修への

参加困難について 5 段階で聴取した。 

 

C. 研究結果 

オンライン化した研修は 11 種類で、それぞれ 1

回ずつ合計 11 回実施された（表１）。内容理解、

業務適応、進め方やペース配分、ボリュームにつ

いては比較的許容されていた。オンライン研修に

ついて困難と感じたものが散見された（表２－１

２）。 

 

D. 考察 

研究要旨 

オンライン研修は、従来の集合研修と比較して、臨場感に欠ける、双方向性のコミュニケ

ーションがとりにくいなどのデメリットがある一方で、地域を離れずに参加できる大きなメ

リットがある。本研究では、オンライン研修であっても能動的学修ができる、教育効果の高

いノンテクニカルスキルの研修プログラムを開発することで、COVID-19 の感染状況に左右さ

れることなく、またこれまで教育機会に恵まれなかった、離島・へき地等で地域医療の第一

線を担う医師を含めて、より多くの医師が総合診療医としてのレベルアップを図ることが可

能になる。 

ノンテクニカルスキルは「テクニカルスキルを補って完全なものとする認知的、社会的、

そして個人的なリソースとしてのスキルであり、安全かつ効率的なタスクの遂行に寄与する

もの」と定義されている。医療安全のみならずリーダーシップやコミュニケーションスキル

などにより組織力を向上させることが可能であり、これからの医療の未来を切りひらくため

の必須のスキルである。ノンテクニカルスキル研修プログラムの開発として、対面式の研修

の一部をオンライン化した。令和 5 年度はすべての研修プログラムのオンライン化を完成さ

せて、全国各地で働く医師がオンデマンドで学べる体制を整えるとともに、持続的な改良を

行った。 



 

今年度はすべてのノンテクニカルスキル研修

をオンラインでの実施に切り替えることができ

た。新規参加者が困難を感じなくなったことに

関しては一定の評価ができる一方で、ボリュー

ムの大きな動画視聴時の困難、オンラインツー

ルの操作等に困難さを感じている参加者が存在

したと思われた。現在も研修前に別日を確保

し、操作法、パソコン利用推奨、有線回線推奨

等のオリエンテーションを個別・集団指導して

いるが、使い慣れないツール等がある場合は事

前の研修を行ったり、無線通信を利用している

参加者には有線通信に積極的に切り替えるよう

頻回な声掛けを行ったりするなどのサポート

は、引き続き行っていく必要がある。 

 

E. 結論 

すべてのノンテクニカルスキル研修をオンラ

インでの実施に切り替えることができた。参加

者の満足度は一定以上保たれた。オンライン研

修への参加困難に関しては慣れや通信環境の問

題も大きく、参加者へのサポートを手厚く行っ

ていく必要がある。 
 

F. 健康危険情報 

なし 

G. 研究発表 

1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他 

なし 

 

 



表１ 令和 5 年度に実施したオンライン研修一覧 

⽇時 ⽅法 内容 
令和 5 年 

4 ⽉ 23 ⽇（⽇） オンライン MBTI 基礎 
5 ⽉ 21 ⽇（⽇） オンライン 問題解決①ロジカル思考 
6 ⽉ 4 ⽇（⽇） オンライン コンフリクト・マネジメント 

7 ⽉ 23 ⽇（⽇） オンライン 現場での効果的な教育⽅法 
8 ⽉ 20 ⽇（⽇） オンライン チーム・ビルディング 
9 ⽉ 10 ⽇（⽇） オンライン コーチング 
10 ⽉ 1 ⽇（⽇） オンライン TEAMS-BP／TEAMS―BR 
11 ⽉ 5 ⽇（⽇） オンライン 問題解決②システム思考 

12 ⽉ 17 ⽇（⽇） オンライン MBTI 応⽤ 
令和 6 年 

2 ⽉ 12 ⽇（⽉祝） オンライン TEAMS−BI 
3 ⽉ 24 ⽇（⽇） オンライン ミーティング・ファシリテーション 

 

 

 

  



 

表 2 4 月 24 日 MBTI 基礎（N＝36） 

 

 

 

 

 

 



表 3 5 月 21 日 問題解決①ロジカル思考（N＝45） 

 

 

 

 

 

 



 

表 4 6 月 4 日 コンフリクト・マネジメント（N＝38） 

 

 

 

 

 

 



表 5 ７月 23 日 現場での効果的な教育方法（N＝38） 

 

 

 

 

 

 



 

表 6 8 月 20 日 チーム・ビルディング（N＝48） 

 

 

 

 

 

 



表 7 9 月 10 日 コーチング（N＝41） 

 

 

 

 

 

 



 

表 8 10 月 1 日 TEAMS-BP／TEAMS-BR（N＝26） 

 

 

 

 

 

 



表 9 11 月 5 日 問題解決②システム思考（N＝29） 

 

 

 

 

 

 



 

表 10 12 月 17 日 MBTI 応用（N＝29） 

 

 

 

 

 

 



表 11 2 月 12 日 TEAMS－BI（N＝32） 

 

 

 

 

 

 



 

表 12 3 月 24 日 ミーティング・ファシリテーション（N＝28） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



厚生労働行政推進調査事業費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

分担研究報告書 

 

 総合診療医を養成する研修プログラム（診療実践）のオンライン化に関する研究 
稲葉 崇  

筑波大学医学医療系  地域総合診療医学 助教 

 

 
A. 研究目的 

高齢患者が著増する中で地域包括ケアシステ

ムを効果的に実現させるために、プライマリ・ケ

アにおいては今後、臓器別にとらわれない幅広い

診療、多様なアクセスを担保する診療、そして、

多職種からなるチーム医療のマネジメントなど

が実践できる組織であることが求められている。

さらには、予防・健康増進や介護施設との連携な

ど、患者の生活全体を視野に入れた機能を構築す

る必要がある。そのためには、総合的・俯瞰的に

このようなプライマリ・ケアの機能の改善をはか

ることができ、かつ組織の運営に積極的に関与で

きる人材としての医師の育成が重要となる。これ

らの課題の解決に取り組む人材として総合診療

専門医が期待されるが、その養成制度は 2018 年

度に始まったばかりであり、その数は増加の途上

である。 

幅広い疾患を持った患者への総合的な対応な

ど、現場の医療に対応する人材確保が求められる

中で、その担い手は総合診療専門医に限ったもの

ではなく、地域で働く一定のキャリアを持つ医師

の中には、個々の有する専門性や経験を生かしつ

つ、このような患者像の変化に対応して、さらに

診療の幅を広げ、新たなキャリア形成を志向する

医師も増えてくることが予想される。さまざまな

学会・団体がそのような医師の学習を支援するプ

ログラムを導入している。（分担研究 2 参照）。し

かしながら、COVID-19 の流行により対面でのレク

チャーを行うことが難しくなり、プログラムを計

画通りに運営することができない状況となって

いた。その一方で、各種サービスやインフラの整

備が進んだ結果、オンラインでの研修環境は格段

に向上した。 

そこで本研究では、COVID-19 の感染状況に左右

されないオンライン研修の良さを生かしつつ、可

能な限り能動的学修を取り入れることによって、

地域に居ながら実践力を修得できる教育プログ

ラムおよび教材を開発することとした。 

我々は、全日本病院協会と日本プライマリ・ケ

ア連合学会の協力の下で、両者が実施している総

合医育成プログラムを対象として、対面研修のオ

ンライン化を図ることとした。同プログラムは、

2018 年度より対面方式の研修として導入され、そ

の中でも診療実践コースについては、プライマ

リ・ケア・セッティングにおいて日常よく遭遇す

る疾患・病態に対して、適切な初期対応とマネジ

メントができる能力を修得することを目標とし

て設計されている。診療実践コースの中でも、一

要旨 
プライマリ・ケア・セッティングにおいて日常よく遭遇する疾患・病態に対して、適切な初期

対応とマネジメントができる能力を修得することを目的として開発された教育プログラムのオ

ンライン化を行った。対面での内容をオンライン開催に即した内容に変更し様々な工夫をするこ

とで、オンラインでもコースの目的を十分果たせるクオリティーのプログラムが実施できた。初

期救急への初期対応をテーマとしたコースにおいては、2022 年にオンラインでの救急対応トレ

ーニングシステムの開発を行い、実際に用いてコースを運営した。2023 年は、その運営の中で出

てきたシステム上の問題点について原因検索と改修を行い、問題なくコース運営ができる状態に

なった。これで、全ての診療実践コースが円滑に且つ効果的にオンラインで運営できる状況

となった。 



 

次～二次医療機関のセッティングにおける初期

救急をテーマとする研修コースである Triage & 

Action（以下 T&A）コースについては、対面実施

の際には模擬患者並びにモニター心電図などを

模擬的に表示するシステムを用いて救急対応を

実際に行うシミュレーション教育の手法がとら

れていた。これは一般的な Web 会議システムなど

を用いてオンライン化することが非常に難しい

内容であったため、本研究ではオンラインで救急

対応トレーニングが可能となるようなシステム

の研究開発を行った。 

また、眼科や耳鼻科などの領域におけるマイナ

ーエマージェンシーへの初期対応をテーマとす

る研修コースであるT&Aマイナーコースについて

は、鼻出血や耳異物の除去などを、耳や鼻の模型

を用いて実技演習を行っていた。この演習につい

ても、オンラインでの実施が可能となるような機

材の研究開発を行った。 

  

B. 研究方法 
１、 診療実践コースのオンライン化での実施 

全日本病院協会/日本プライマリ・ケア連合学

会が行う総合医育成プログラムにおいて、2023 年

度に開催された 10 回の診療実践コースをオンラ

イン化した。オンラインでの開催に当たっては、

過年度と同様に、既存の対面での内容をそのまま

施行するのではなく、受講者が集中力を持続させ

られるようにブレークアウトセッションをとり

入れたり、実演指導のハンズオンなどを新たに追

加したりするなどの工夫を行った。 

 
２、 オンラインでの T&A コース実施におけるシ

ステム開発 

リモート T&A トレーニングシステムの開発を

行った。オンラインシステム上に模擬患者を用意

し、その模擬患者に対するバイタル測定、モニタ

ー装着などのアクションに応じて模擬患者が画

面内で変化し、モニターなども表示するシステム

を開発した。これにより、遠隔地にいる指導者と

受講者がオンライン上で模擬診療を行うことが

できる。 
 
 
C. 研究結果 

１、 診療実践コースのオンライン化での実施 

表 1 の通り、2023 年度は 10 回の診療実践コー

スをオンラインで行った。この中には、開発中で

あった T&A コース、T&A マイナーコースの開催

も含まれている（後述）。2022 年度までに 20 の

全ての診療実践コースをオンライン化すること

ができており、それを更にブラッシュアップする

形で運営を行った。 

受講者からは、「オンラインでこのレベルを開

催していただくには、沢山のご苦労がおありだっ

たことと思います。このような機会をいただきあ

りがとうございました。個別に教えていただけた

様に感じております」「ネット環境ながらも、臨場

感のある実習ができ満足しました」など、オンラ

インでの開催に好意的な意見が多く寄せられた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



２，オンラインでの T&A コース実施におけるシ

ステム開発 

 2021年度はリモートT&Aトレーニングシステ

ムのプロトタイプを開発してテストを行い改良

を重ねたが、2022 年度はこのシステムを実際の

参加者を対象に用いて、オンラインでの T&A コ

ースを開催した。その中で、事前のテストでは認

められなかったシステムの不具合が複数認めら

れた。具体的には、参加者とインストラクターの

システムの同期がうまく行かない、診察場面の切

り替えがうまく行かない、一部の参加者において

ブラウザ上でのダウンロードやリロードに非常

に時間がかかった等があった。参加者のウェブ環

境が原因と思われる部分もあったが、ウェブ環境

に関係なく不具合が出たケースもあったため、多

くの参加者やインストラクターが参加したこと

に起因するシステム自体の不具合がある可能性

も十分考えられた。 

そこで 2023 年度は、多くの人数がシステムを利

用した状況を再現しながら原因検索を行い、2023

表 1 2023 年診療実践コース 開催内容 

 

日程 テーマ
講師名（ご所属）

※敬称略
参加人数

2023年2月12日（日）
9:30～16:30

 小児科
 高村　昭輝（富山大学医学教育学）
 山本　正仁 (長浜赤十字病院)

 81名

2023年4月2日（日）
9:30～16:30

 EBM
 南郷　栄秀
（聖母病院総合診療科）

 70名

2023年4月9日（日）
9:30～16:30

 認知症
 藤谷　直明
（大分大学医学部総合診療・総合内科学講座）

 91名

2023年5月27日（土）
13:00～19:00

 呼吸器
 長尾　大志
（島根大学医学部附属病院病院医学教育センター）

 84名

2023年6月18日（日）
9:30～16:30

 皮膚科
 田口　詩路麻
（水戸協同病院皮膚科）

 105名

2023年7月1日（土）
13:00～19:00

 T&A救急初療（病院版）
 斎藤　裕之（山口大学医学部附属病院総合診療部）
 山畑　佳篤（京都府立医科大学 救急・災害医療システム学）

 32名

2023年7月9日（日）
9:30～16:30

 精神科
 今村　弥生
（杏林大学医学部精神神経科）

 104名

2023年8月26日（土）
13:00～19:00

 臨床推論
 原田　侑典
（獨協医科大学総合診療医学）

 70名

2023年9月2日（土）
13:00～19:00

 T&A救急初療（病院版）
 斎藤　裕之（山口大学医学部附属病院総合診療部）
 山畑　佳篤（京都府立医科大学 救急・災害医療システム学）

 23名

2023年9月3日（日）
9:30～16:30

 循環器
 渡辺　重行
（水戸協同病院）

 84名

2023年10月22日（日）
9:30～16:30

 消化器
 松口　崇央
（北九州市医療センター）

 84名

2023年11月12日（日）
9:30～16:30

 耳鼻科
 高橋　優二
（井上病院総合内科）

 90名

2023年12月3日（日）
9:30～16:30

 T&Aマイナーエマージェン
シー

 松原　知康
（東京都健康長寿医療センター）

 56名



 

年の 2 回のコース運営を通じて改善を図った。 

システムが不具合を起こす原因は複数考えられ

たが、サーバーのスペック不足、複数名の指導者

による操作の重なり、指導者や参加者のネットワ

ークにおけるセキュリティーウォールとの兼ね

合いなどの原因が挙げられた。そこで、サーバー

の通信速度のスペック増強を可能な範囲で行っ

た。また、セキュリティーウォールとの兼ね合い

についてはできるだけシステム側で対応できる

部分は改修を行い、参加者には事前に参加環境で

のテスト利用をお願いするなどの対応をとった。

また、指導者間で同時操作を避けるなどの工夫も

行い、2023 年 7 月の開催時にはシステム上のト

ラブルはほとんど起こらず、円滑にコースを運営

するに至った。 
 
考察 

診療実践コースのオンライン化は全てのコン

テンツにおいて実現され、参加者からの満足度も

非常に高かった。また、コースを運営していく中

でオンラインでの教育コンテンツの提供に関す

るスキルも上がり、よりスムーズな運営が可能と

なっていった。 

T&A コースについては、昨年度にコース運営を

実際に行って明らかになったシステムの不具合

について、その原因を特定して対応を行ったこと

で、システム上のトラブルはほとんど起こらず、

円滑にコースを運営するに至った。 

診療実践コースは、前述の通りプライマリ・ケ

ア・セッティングにおいて日常よく遭遇する疾

患・病態に対して、適切な初期対応とマネジメン

トができる能力を修得することが目的であるが、

オンラインでもその目的を十分果たせるクオリ

ティーのプログラムが実施できることが示唆さ

れた。 

  

Ｅ．結論 

 診療実践コースのオンライン化を行うことが

できた。T&A コースについてはシステムの改良

も行い、全ての診療実践コースが円滑に且つ効果

的にオンラインで運営できる状況となった。 
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要旨 

COVID-19 の感染拡大に伴い、感染状況に左右されないオンライン研修会が急速に普及している

が、オンラインプログラムの教育効果に関する検証は十分ではない。本研究では、総合診療医を育

成するための、双方向のオンラインプログラムの教育効果について検討した。 

評価方法としては、日常診療における総合診療医の専門的な知識・スキルの修得と実践に関

する状況を重点的に測定するため、研修前/研修後の調査だけではなく、研修期間中のプログレ

ス評価（進捗状況の評価）および研修修了後のフォローアップ評価を行う計画とした。フォローア

ップ評価の項目としては、研修の受講により、地域の現場での診療の改善につながっているかを効

果的に評価することに主眼をおき、項目を作成し、評価スケジュールを立案した。 

2024 年 1 月、受講者へのプログレス評価（中間評価）や修了者に対するフォローアップ評価を

行った。同意を得られた参加者 28 名の結果を開始時アンケート（2023 年 1 月実施）と比較した。

診療実践に関しては内科系、小児、外科系すべての項目において、受講後は実施している度合い・

自身度ともに各々「実践している」「自信がある」という回答が増加していた。修了時アンケート

の自由記載では「研修で学んだ内容を日々の診療に活かしている」といった意見があった。また、

ノンテクニカルスキルに関しては、「活用している」が増え、「知らない」が減っており、受講

後は、日々の業務の中で意識的に活用できるようになった様子がうかがえた。 

調査結果より、中間評価、修了者へのフォローアップ評価ともに本オンラインプログラムの高い

教育効果が示された。 
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A. 研究目的 

総合医育成においては、幅広い徴候・疾患の初

期対応やマネージメントを行うための診療能力

を身につける必要があるが、研修の教育効果を長

期的・実践的な視点で検証していくことが重要で

ある。 

そのためには、研修直後の知識の確認だけでは

なく、研修で学習した内容が、実際に学修者の診

療範囲の拡大につながっているかをモニタリン

グしていく必要がある。 

特に、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、

オンサイトでの研修が制限される一方で、最近で

はオンラインで受講できる研修会・セミナーが急

速に普及しているが、オンサイトの研修と同等の

研修効果が得られるのか、その教育効果に関する

検証は十分に行われていないのが現状である。 

そこで本研究では、総合診療医を育成するため

の、能動的学修を取り入れたオンラインプログラ

ムの教育効果について、日常診療における総合診

療医の専門的な知識・スキルの修得と実践に関す

る状況を重点的に評価できるよう評価項目を作

成し、モニタリングを実施することを目的とした。 



 

 

B. 研究方法 

全日本病院協会、日本プライマリ・ケア連合学

会、筑波大学附属病院総合臨床教育センターとの

連携の下で実施されている、総合医育成プログラ

ムを対象として、その教育効果を測定するための

評価項目について、モニタリング計画に沿って、

アンケート調査を実施した。 

 

開始時アンケートの実施 

前年度に立案した以下のスケジュールに沿っ

て、コース開始時である 2023 年 1 月に Web 上で

開始時（受講前）アンケートを実施した。 

 

・評価スケジュール（資料１参照） 

教育効果の検証のため、プログレス評価（進捗

状況の評価）として、コース開始時のベースライ

ン調査およびコース開始の 1 年後、2 年後及び修

了時評価を行い、さらに、フォローアップ評価と

して、修了から 6 か月～1 年後に Web アンケート

による評価を実施する計画とした。 

実際の調査は、受講者によって修了までの期間

が異なることを考慮し、調査の実現可能性の観点

から、半年ごとにまとめて調査を行うこととした。

そのため、調査時期については、修了から 6か月

～1 年後、および修了から 18 か月～2 年後と設定

した。 

 

・評価項目 

本プログラムでは「実臨床において総合診療医

として一歩踏み出すこと」を目標としているため、 

特に、学修者が受講後に、診療の幅が広がった

か、自信をもって学修した領域の診療に取り組む

ことができるようになったかという点を効果的

に測定することに焦点を当て、簡便さも考慮して

項目数や各項目の長さを絞り、プログレス評価及

びフォローアップ評価の評価項目を作成した。 

 

【項目内容】 

ユニット１．基本情報 

氏名、年齢、医師になってからの年数、診療科、

資格（認定医、専門医）、所属学会、診療の状況、

業務の割合、勤務先、診療している地域のセッテ

ィング、所属する部署の診療科名、勤務先での立

場 

 

ユニット 2. 診療の場の評価 

【1】外来診療（１週間あたりの平均患者数、１

週間あたりの初診患者数、過去 1か月以内に診療

したことがある年齢層、現在たずさわっている診

療領域 

【2】入院診療（平均の担当入院担当患者数、1か

月の平均日当直回数、働いている病棟の種類、病

棟で行っている領域横断的なマネージメント業

務、） 

【3】在宅診療（在宅医療で行っている内容、勤

務施設、勤務先で計画的に訪問診療を行っている

平均患者数、勤務先全体での年間在宅看取り患者

数） 

【4】地域ケア（地域の健康問題を同定し、地域

全体の健康度の向上をさせるための活動の有無） 

【5】教育（BM 手法を利用した診療の場における

疑問解決の実施の有無・手段、計画的な教育業務

の実施の有無・教育対象者） 

 

ユニット 3．各論 

「診療実践」では、普段実施しているか（A）、自

信をもっているか（B）について、それぞれ、5段

階および 4段階で評価スケールを設定した。 

プログラムの内容に合わせて総論 9 項目、各論 21

個の計 30 個の質問項目を設定した（詳細は令和 3

年度分担研究報告書参照）。 

 

A．実施している度合い： 



① 日常的に実施している 

② 機会があれば実施している 

③ 実施していないが状況が許せば単独で実施

できる 

④ 実施していないが専門医と連携出来る状況

であれば実施できる 

⑤ 実施できない 

 

B．自信度： 

① 自信がある 

② 少し自信がある 

③ あまり自信がない 

④ 全く自信がない 

 

「ノンテクニカルスキル」では、実際の業務で意

識したり、活用したりしているかという点に注目

し、① 日々の業務で、しばしば活用している、

② 日々の業務で、活用したことがある、③ 機

会があれば活用したいと思っている、④ 知って

いるが、活用するつもりはない、⑤ 意識したこ

とがない／知らない の 5段階の評価スケールを

設定した。 

プログラムの内容に合わせて 11 項目の質問項目

を設定した（詳細は令和 3 年度分担研究報告書参

照）。 

 

ユニット４．主観的な評価 

本プログラムを受講されたことで実臨床での変

化があったか、ノンテクニカルスキルを受講して、

業務への影響があったかについての質問項目を

設定した。 

 

（倫理面への配慮）本調査は、対象者より文書に

よる同意を得たのち、総合医育成プログラム事務

局にて仮名加工を行った。筑波大学は、個人情報

を削除した形でデータの提供を受けて解析を実

施した。個人情報の取り扱いを含む研究計画につ

いては、筑波大学医の倫理委員会の承認を得てい

る。（第 1824 号） 

 

C. 研究結果 

1） アンケート結果 

2024 年 1 月に実施したプログレス評価アンケー

ト（中間評価）では、受講前アンケートと連結可

能で、かつ同意の得られた参加者 28 名について

解析を行った。参加者の年代は、50 代が 11 名と

最も多く、診療科は内科が 8 名、整形外科が 3 名

であり、循環器内科、腎臓内科、神経内科、腫瘍

内科、心臓血管外科、脳神経外科、小児科、麻酔

科、産業医などであった。 

勤務先は、診療所が 5 名（17.9％）、小規模病院

が 6 名（21.4％）、中規模病院が 11 名（39.3％）、

大規模病院が 1 名（3.6％）であった。外来診療、

入院診療、在宅診療を行っている割合はそれぞれ

89.3％、64.3％、46.4％であった（表 5）。 

「診療実践」の「A. 実施している度合い」と「B．

自信度」の受講前と中間評価を比較した結果を図

1－1、1－2 に示す。「A. 実施している度合い」

については、30 項目中全ての項目で、「日常的に

実践」および「機会があれば実施している」と回

答した割合いが増加しており、「実施できない」

と回答した割合いは、30 項目全て減少していた。

「行動変容ステージに基づいた準備段階の評価」

では、「日常的に実践」および「機会があれば実

施している」が、35.7％から 60.8％へ、「頻尿や

尿失禁の治療」では、「日常的に実践」および「機

会があれば実施している」が、39.3％から 60.7％

へ上がっていた。 

「B．自信度」についても、A 項目と同様の傾向

を示しており、「自信がある」および「少し自信

がある」と回答した割合いは全ての項目で増加し

ており、「全く自信がない」と回答した割合いは、

30 項目中 29 項目で減少していた。「喘息発作で

受診した患者の初期対応」「ステロイド外用の強



 

さに応じた使い分け」の項目では、「自信がある」

および「少し自信がある」と回答した割合いは、

受講前は各々21.4 および 39.2％だったが、中間評

価では 50 および 57.1％となっており、受講前後

で自信度が大きく増加していた。 

「ノンテクニカルスキル」では、全ての項目で、

「日々の業務で、しばしば活用している」、「日々

の業務で、活用したことがある」および「機会が

あれば活用したいと思っている」が増加し、「意

識したことがない／知らない」が減少していた

（図 2）。 

修了時アンケートで同意を得られた参加者は 15

名であった。参加者の年代は、50 代が 6 名と最も

多く、40 代が 5 名、30 代が 4 名であった。診療

科は、内科 6 名、外科 2 名、小児科 2 名、総合診

療科、透析内科、呼吸器内科、麻酔科などであっ

た。勤務先は、診療所が 5 名（33.4％）、小規模

病院が 1 名（6.7％）、中規模病院が 8 名（53.3％）、

大規模病院が 1 名（6.7％）であった。外来診療、

入院診療、在宅診療を行っている割合はそれぞれ

14 人（93.3％）、10 人（66.7％）、6 人（40.0％）

であった。自由記載では、「不確か・不安があっ

た診療分野についても知識のアップデートがで

きたため、患者さんに安心して施行することがで

きるようになった。」「糖尿病や感染症、貧血講義

についても common disease として目のあたりに

することも多く、講義を活かしてポイントを絞り

ながら診療に当たることができるようになった

と思います。」という記載があった。 

フォローアップ評価で同意を得られた参加者は 3

名であった。参加者の年代は、40 代、60 代、70

代 1 名ずつであった。診療科は、総合診療科、整

形外科、外科であった。勤務先は、中規模病院が

2 名、企業内診療所が 1 名であった。外来診療、

入院診療、在宅診療を行っている割合はそれぞれ

3 名、1 名、1 名であった。アンケートの自由記載

では、「複雑な病態や様々な疾患をあわせもつ患

者の診療を自信を持って行うことができるよう

になった」、「総合的な知識が得られ、診療の幅が

広がった」という意見がみられた。 

 

D. 考察 

2 年間というフォローアップ期間の間で、診療実

践、ノンテクニカルスキルともに研修で学習した

内容が、臨床現場における学修者の診療範囲の拡

大につながっていたという教育効果が得られた

ことを明らかにできた。診療実践においては、受

講から 1 年後および 2年後ともに、実践している

度合い・自信度ともに改善しており、継続的な教

育効果が認められた。このことから、本プログラ

ムは、各領域の専門医が総合診療領域の実践的な

技能を習得するために有用と考えられる。アンケ

ートの自由記載からは、研修を通して参加者それ

ぞれが日常診療をレベルアップして実践につな

げることができていたことがうかがえた。 

本調査の課題としては、同意率が低く、欠損も

多かったことから解析対象者が限られていたこ

と、研究期間が短かったため、特に修了・フォロ

ーアップ調査で十分なサンプルが得られなかっ

たことが挙げられる。今後は、研修開始時に包括

同意を得るなど、実施方法を工夫するとともに、

来年以降も継続的に調査を実施して、教育効果の

検証を充実させていく必要があると考えられた。 

 

E. 結論 

令和 5 年度は、令和 3 年度に立案した評価スケジ

ュールに沿って 2024 年 1 月にプログレス評価ア

ンケートおよび修了時アンケートを実施した。 

本オンラインプログラムの教育効果として、総合

診療医としての専門的スキルの習得において、臨

床現場で実践できる度合い、自信度の 2 つの側面

から客観的な評価が得られており、地域の現場で

の診療の改善につなげるため、本オンラインプロ

グラムが有用であることが実証された。 



 

F. 健康危険情報 

なし 

G. 研究発表 

1. 論文発表 

なし 
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図１ 評価の仕組みと年間スケジュールの例 

 
 

 

 

 

表 1. 評価項目  

 

 



表 2. 評価スケジュールのイメージ   

 

 

 



 

  

表 3．参加者の属性（中間評価アンケート） 

n=28
n （%）

年代（歳） -29 0 0.0
30-39 5 17.9
40-49 10 35.7
50-59 11 39.3
60- 2 7.1

診療科 総合診療科 1 3.6
内科（⼀般内科、総合内科） 8 28.6
内科・循環器科 1 3.6
内科・神経内科 1 3.6
循環器内科 1 3.6
腎臓内科 1 3.6
腫瘍内科 1 3.6
腎臓・内分泌内科 1 3.6
神経内科・リハビリテーション科 1 3.6
⽪膚科・⼀般内科 1 3.6
⼼臓⾎管外科 1 3.6
脳神経外科 1 3.6
整形外科 3 10.7
⼩児科 1 3.6
プライマリ・ケア・⿇酔科 1 3.6
⿇酔科・内科・ペインクリニック
・リハビリテーション科

1 3.6

⼈間ドック 1 3.6
産業医 1 3.6
訪問診療 1 3.6

主な勤務先 診療所（単独診療） 5 17.9
診療所（グループ診療） 0 0.0
⼩規模病院（99床以下） 6 21.4
中規模病院（100-499床） 11 39.3
⼤規模病院（500床以上） 1 3.6
⼤学病院 3 10.7
その他 2 7.1

外来診療を⾏っている 25 89.3
⼊院診療を⾏っている 18 64.3
在宅診療を⾏っている 13 46.4  



図 2-1.  診療実践コースの「A. 実施している度合い」 

 

ACP：アドバンス・ケア・プランニング 



 

 
NAFLD：非アルコール性脂肪性肝疾患 

 



 

 

 



 

図 2-2.  診療実践コースの「B. 自信度」 

 
ACP：アドバンス・ケア・プランニング 
 



 

 
NAFLD：非アルコール性脂肪性肝疾患 
 



 

 

 
 

 



図 3.  「ノンテクニカルスキル」 

 



 

 

表 4．参加者の属性（修了時アンケート） 

n=15
n （%）

年代（歳） -29 0 0.0
30-39 4 26.7
40-49 5 33.3
50-59 6 40.0
60- 0 0.0

診療科 内科 6 40.0
総合内科 1 6.7
呼吸器内科 1 6.7
透析内科 1 6.7
外科 2 13.3
⼩児科 2 13.3
⿇酔科・ペイン科 1 6.7
総合診療科 1 6.7

主な勤務先 診療所（単独診療） 4 26.7
診療所（グループ診療） 1 6.7
⼩規模病院（99床以下） 1 6.7
中規模病院（100-499床） 8 53.3
⼤規模病院（500床以上） 1 6.7
⼤学病院 0 0.0
その他 0 0.0

外来診療を⾏っている 14 93.3
⼊院診療を⾏っている 10 66.7
在宅診療を⾏っている 6 40.0  
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とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年 ５月 １４日 
 

厚生労働大臣 殿 
 
                              機関名 国立大学法人筑波大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名   永田 恭介       
 

    次の職員の令和５年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の

管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）                  

２．研究課題名  卒前教育から生涯教育に至るシームレスな総合診療医の養成・確保に関する研究    

３．研究者名  （所属部署・職名）  医学医療系・准教授                      

    （氏名・フリガナ）  吉本 尚・ヨシモト ヒサシ                    

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 筑波大学 医の倫理委員会 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年 ５月 １４日 
 

厚生労働大臣 殿 
 
                              機関名 国立大学法人筑波大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名   永田 恭介       
 

    次の職員の令和５年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の

管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）                  

２．研究課題名  卒前教育から生涯教育に至るシームレスな総合診療医の養成・確保に関する研究    

３．研究者名  （所属部署・職名）  医学医療系・助教                       

    （氏名・フリガナ）  稲葉 崇・イナバ タカシ                      

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 筑波大学 医の倫理委員会 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年 ５月 １４日 
 

厚生労働大臣 殿 
 
                              機関名 国立大学法人筑波大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名   永田 恭介       
 

    次の職員の令和５年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の

管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）                  

２．研究課題名  卒前教育から生涯教育に至るシームレスな総合診療医の養成・確保に関する研究    

３．研究者名  （所属部署・職名）  医学医療系・助教                       

    （氏名・フリガナ）  久野 遥加・クノ ハルカ                    

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 筑波大学 医の倫理委員会 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年 ５月 １４日 
 

厚生労働大臣 殿 
 
                              機関名 国立大学法人筑波大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名   永田 恭介       
 

    次の職員の令和５年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の

管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）                  

２．研究課題名  卒前教育から生涯教育に至るシームレスな総合診療医の養成・確保に関する研究    

３．研究者名  （所属部署・職名）  医学医療系・客員准教授                    

    （氏名・フリガナ）  佐藤 幹也・サトウ ミキヤ                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年 ３月 ６日 
                                        
 

厚生労働大臣 殿                                                                               
                                  
                              機関名 国立大学法人秋田大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 山本 文雄      
 

   次の職員の令和５年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。 

１．研究事業名 政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）                   

２．研究課題名 卒前教育から生涯教育に至るシームレスな総合診療医の養成・確保に関する研究     

３．研究者名  （所属部署・職名）    大学院医学系研究科・教授                 

    （氏名・フリガナ）    長谷川 仁志（ハセガワ ヒトシ）              

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年４月10日 
 

厚生労働大臣 殿 
 
                              機関名 国立大学法人富山大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 国立大学法人富山大学長 
                                                                                      
                              氏 名 齋 藤 滋            
 

    次の職員の令和５年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の

管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）                  

２．研究課題名  卒前教育から生涯教育に至るシームレスな総合診療医の養成・確保に関する研究    

３．研究者名  （所属部署・職名）  医学教育学・教授                       

    （氏名・フリガナ）  高村 昭輝・タカムラ アキテル                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


